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めて概括的に言えば，まず現地であるアジアで開始され，オランダのアジア学会として 1 78 1
年，ジャカルタにノ〈タヴィア学術協会が設立され， 1784 年に は イ ギ リ ス が カ ル カ ッ タ に ベ ン
カボル・アジア協会を組織している。他方，フランスでは 1 796年に国立東洋言語文化研究所
(INALCO) が， 現地にではな く 首都パ リ に設立さ れて い る 。 こ う し た ア ジ ア研究は植民地統治



















植民地学校で資格を得た人材が送りこまれて行った。植民地学校の在学期間は 2 """' 3年であり，
授業内容はアジア・アフリカの言語をはじめ，民俗学・人類学や現地の慣習法などに及んだが，
1927 年に入学試験制度が改め られ， 学生の一般教養が重視さ れ る よ う に な っ た。 学生数はl








































































































































もなった。すなわち，東(傑英機陸相が 1941年 10 月 14日閣議において，中国撤兵問題と日米























すなわち. 1871 年7 月兵部省に陸軍参謀局が設け ら れ， そ の職掌が 「機密密謀に参画 し ，
地図政誌を編輯し，並びに間諜通報等の事を掌る j 1 2)ことと定められた。そして，これに基づ








これを受けて. 1872 年に は， 参議西郷隆盛 ら の計画に基づき ， 陸軍少佐 ・ 池上四郎 ら を外務
省出仕の身分で「満洲」地方に派遣し事情視察に当たらせることになった。

























































し，且つ土人を懐柔緩撫せしめ他日生蕃を処分する時の諸事を便ならしむべしJ (第 7 条) ，
「探偵の心得は熟蕃の地， ~良矯社寮の港より兵を上陸せしむる積りに付き，兼てこの辺の地勢











こうした軍による中国への軍事探査・中国語習得のための将校派遣は，正式には 1873年 1 2
月の陸軍参謀局による美代清元を筆頭に島弘毅，長瀬兼正，向郁，益満邦介，芳野正常の将校




























直前の 4ヶ月間調査の準備に当たり，初年度は語学研修に力を注ぎ，第 2年度には 2ヶ月，第






諜」であり， I探査」 で あ っ た。 な お， 島弘毅は 1879 年の新制 に よ る 派遣将校に選ばれて
















製が進められ， r支那地誌 総体部』 巻 1 -6 (1 889 年以降) ， r東亜各港誌j (1 893 年) ， r清国陸
軍紀要j (1894 年) ， r台湾誌j (1 895 年) な どが刊行さ れてい っ た。
朝鮮については 1878年以降，その地理政誌を詳かにし，有事の参画に供することを目的と
して陸軍大尉海津三雄など軍人を派遣し，これとは別に「語学研究生」を送ることとなって間
諜活動も本格化した。その結果， 1888 年に 『朝鮮地誌略』 が， ま た1894 年に は 「最新実測 ・
兵要地誌朝鮮輿地全図』が発行されたが，これはきわめて詳細なものであり，釜山浦・元山
津・大同江口などの水深なども記載されている。また， 1889 年に は前述の 「支那地誌 ・ 満洲
部』が刊行されたが，ここには朝鮮古代三国の歴史も叙述されていた。





て「東部蒙古誌草稿j 3 巻 と百万分のーの 「東部蒙古地図」 を作成 してい る O そ の後， 関東都
督府陸軍部は再度，実地踏査をおこなって 19 14年には補訂版として「東部蒙古誌補修草稿』
が出され，辛亥革命後の中華民国によるモンゴル統治の沿革や軍事政策などが概述されている。
また， 1915 年2 月 に は 『東部蒙古誌草稿」 を元に して関東都督府陸軍部編 『東蒙古」 が刊行
され，その増刷版が 6月には民間の宮本武林堂からも発売されたが，ここでは外モンゴルの独
立という事態によって露蒙問題が日本にとっての「蒙古問題」が生じたとして，問題空間とし
ての蒙古を知ることの切迫性が語られているOさらに， 1913 年に は 「東部蒙古誌草稿』 の内
容を縮約した松本需『東蒙古の真相」が市販され， r蒙古問題」 を解決 し て 日本が東蒙古の経
営にあたるべきことを提言していた。この著作は「東蒙古経営」に無関心で、あった日本の世論
喚起を企図するものであり，そうであるがゆえに関東都督府陸軍部も刊行を許可したのであろ
う。このほか， 1914 年に は東部内蒙古調査報告編纂委員会か ら 『東部内蒙古写真帖』 が，
1915 年に は参謀本部か ら 「東蒙事情」 が刊行さ れていた。1915 年1 月 の対華21 箇条要求が南
満洲と東部モンゴ、ルにおける日本の独占的地位を要求したものであったことを勘案すれば，陸
軍部による実地踏査とその報告書の民間への配布がもっていた意味は，明かであろう。この後
も関東都督府の陸軍部からは『満蒙産業誌j (19 1 6 年) が公刊さ れ， 民政部では 『鉱業調査復
命書j (19 1 7 年) が編修さ れてい る 。



















































ために，ウエード (Thomas F.Wade) の 『語言自適集』 が用 い ら れたが， こ れを基と して広部
精が「亜細亜言語集 Jを，福島九成が『参訂並解』を刊行している O福島は，既述のように，
1874 年に台湾に軍事探偵と して派遣さ れたが， それ以前の71 年に成富清風， 吉田清貴， 児玉
利国，池田道輝，小牧昌業らともに清国へ語学留学生として渡っており，語学研修と併せて
樺山資紀の命で南中国や台湾の探査をも行っていた。このように語学留学生も探査活動を行っ



































して日清貿易研究所から刊行された『日清通商綜覧・一名日清貿易必携J 0892 年) は中国の
地誌・物産などに関する百科全書として当時きわめて尊重されたものであった。なお，東亜同































ていた24)。この課題に沿って，第 1に台湾私法調査，第 2に清国行政法編纂，第 3に台湾蕃族
調査報告・図譜の作成を課題とし，第 1・第 3の課題を岡松が，第 2の課題を京都帝国大学法
科大学教授であった織田高が担当した。その成果として「台湾私法」上・中・下各 2巻 6冊，
参考書 7巻(1909-11 年) や 『台湾蕃族慣習研究J 8 巻が 192 1 年か ら刊行さ れてい る O
また，当面の戸籍・地籍など法律上の問題や将来の植民地統治計画の立案に役立てるために，








丑之助の「台湾蕃族図譜J (19 15年)や「台湾蕃族志J (19 17年)などが公刊され，蕃族調査会
からは，小島由道・河野喜六『番族慣習調査報告書J (19 1 5 - 18年)，佐山融吉『蕃族調査報告




習研究J 8 巻 (1 92 1 年) を出版 してい る 。 こ の ほか膨大な費用 と時間を費や して織田高の監修
のもと，日本人が台湾統治のみならず中国開発の天職を有することを世界に示すという後藤新
平の抱負に従って狩野直喜や加藤繁・東川徳治・浅井虎夫らが『清国行政法』本文 7冊・索引
l 冊 (1905-15 年) を編纂 し た こ と は， 実用的な利用価値は と も か く ， そ の後， 狩野や加藤な
どの指導の下に多数の中国史研究者を育成していくことに繋がった。
さらにこうした調査を受けて， 1904 年新た に臨時台湾旧慣調査会に第3 部 と し て岡松参太
郎を部長に立法部が設けられて日本内地とは異なる法領域における法案の起草が進められ，







より実地よりこれが研究を施」すことが目的に掲げられ， r最新満洲図」 を作製， 発行 し た ほ
か，黒龍語学校を設けてロシア語の普及にも努めていた 2九そして，日露戦勝の後をうけて，























かからねばなりませぬ」として， 1905 年ア ジ ア に関心を もっ学者70 数名を集めて亜細亜学会
を組織していた。この亜細亜学会は次に述べる東洋協会と合併して， 1907 年に学術調査部を








する事，附視察員の派遣J， r台湾に移住 し又台湾よ り 上遊す る者のため に及ぶ限 り 便利を与ふ





























朝鮮語が随意科目となり， 1909 年か ら は正課と さ れた。 東洋協会専門学校は， 1915 年東洋協





南洋群島が日本の委任統治領となり， 1915 年の対華21 箇条要求に よ っ て東部内蒙古が 日本の
勢力圏に入ったことを反映するものであった。
5. 空間認知の拡張と その文化相渉と し ての意義
このように台湾協会の変遷や満鮮歴史地理調査部の設置などに見られるように，それまでの
参謀本部に先導されて形成されてきた兵要地誌研究は， r問題空間」 や 「経営空間」 の拡張に
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